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島原市安中地区の復興 ･振興に関する調査
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ofAnnakaDistrictofShimabaraCity

by
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ManyhousesandagnculturallandonthelowgroundbythenameofAnnakaTrianglezoneofShimabaraCitywerede-

stroyedbyrepeateddebrisflowsintheMizunashiRiverduringvolcanicdisasterofMt.FugeninUnzen･Anoteworthy

groundsurfaceaugmentationprojectisadoptedtoreconstructthelivelihoodofthedisastervictims.Inthispaper,wein-

vestlgateCiviclife,consciousnessofcitizensaboutreconstruction,promotionplansandcityplanningbyquestionnaire

survey.Thepresentsituationandproblemsaboutcltylifeandresident'sconsciousnessaboutvariousplansareclarified

anddiscussed.

1.まえがき

島原市安中地区は水無川流域に位置 し,雲仙普賢岳

の噴火災害 (平成 2年-平成 7年)では壊滅的な被害

を受けた.噴火活動の終息から5年が経過 し,島原市

安中地区では島原市復興計画1'やがまだす計画2'などに

基づいて安中三角地帯の嵩上げ事業等各種復興事業が

進められている.

本研究では,安中地区住民の現在の地区の状況やま

ちづ くりへの要望を明らかにする目的で行ったアンケ

ー ト調査の結果をもとに,災害が地域社会に与えた影

響,各種の災害復興計画,地域の活性化プロジェクト

に対する住民の受け取 り,今後のまちづ くりへの課題

を明らかにする.

2.アンケー ト調査の概要

アンケー ト調査は,平成11年12月に島原市安中地区

の20歳以上の市民を対象に無作為に選挙人名簿から約

10%を抽出し,郵送方式により実施 した.
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アンケー トの配布数535部,回収数134部および回収

率は25.0%である.質問項目を,表-1に示すとおり

である.回答者の属性は,男性が53.0%,女性が43.3%

となっており,回答者の年齢構成,職業および居住歴

を表-2,表13および表-4に示す.住まい年数で

は,｢20年以上｣が62.7%と昔からの人が多い.また,

噴火災害中の ｢5年以上10年未満｣の間は転入は少な

く (1.5%),災害後の ｢5年未満｣からは10.4%と転

入してきている.

表-1 アンケー トの質問項目

質 問 項 目 設問数

雲仙普賢岳の噴火災害の被害等について 7

住まいの地区の状況と災害への備えについて 8

復興計画について 2

安中地区の復興について 6

防災都市づくりについて 2

火山学,土木工学および砂防学の専門用語について 3
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職業別で ｢会社員｣および ｢無職｣が多い.

表-2 回答者の年齢構成 (N-134人)

年 齢 人数(人) (%)

20 歳 代 10 7.5

30 歳 代 19 14.2

40 歳 代 30 22.4

50 歳 代 26 19.4

60 歳 代 29 21.6

70 歳 代 15 ll.2

秦-3 回答者の職業 (N-134人)

職 業 人数(人) (%)

農 林 業 ll 8.2

漁 業 1 0.8

自 営 工 業 4 3.0

自 営 商 業 6 4.5

公 務 員 12 9.0

会 社 員 33 24.6

専門職 .自由業 7 5.2

家 庭 婦 人 19 14.2

学 生 2 1.5

無 職 29 21.6

そ の 他 5 3.7

無 回 答 5 3.7

義-4 回答者の居住歴 (N-134人)

住 ま い 年 数 人数(人) (%)

1 年 未 満 2 1.5

1年以上 5年未満 12 8.9

5年以上10年未満 2 1.5

10年以上15年未満 8 6.0

15年以上30年未満 ll 8.2

20年 以 上 84 62.7

3.災害による被害と避難について

雲仙普賢岳の火山災害によって,水無川流域にある

安中地区は火砕流の頻発や降雨の度に土石流に襲われ

た.水無川流域は,災害前は良好な農業地帯であった

ため,災害による直接被害や降灰の影響,火砕流危険

による警戒区域の設定などにより,住宅はもちろんの

こと農業基盤においても大きな打撃を受けた.｢噴火

継続中の警戒区域や避難勧告地域による規制｣につい

ては,図-1に示す結果 となっている.｢警戒区域｣

または ｢避難勧告地域｣に含まれたのは,82.1%も占

めている.この結果 ｢避難 した｣ とする回答は90.6%

と高い.

さらに,噴火中の避難場所としては一時的な避難所

警戒区域に含まれた

警戒区域及び避難勧告
地域に含まれた

避美軽勧告地域に含まれた

特に規制を受けなかった
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図-1 噴火継続中の警戒区域や避難勧告地域によ

る規制

表-5 噴火中の避難場所 (N-117人)

(複数回答)

項 目 人数(人) (%)

学校の体育館,公民館 60 56.6

応急仮設住宅 48 45.3

親戚 .家族の家 55 51.9

知 人 の 家 9 8.5

新たに借りた家やアパート 33 31.1

長崎県が借り上げた船 5 4.7

長崎県が借り上げた旅館 .ホテル 26 24.5

公 営 住 宅 16 15.1

勤務先の社宅,寮 2 1.9

衣-6 噴火による被害 (N-117人)

(複数回答)

項 目 人数(人) (%)

家屋が全半壊した 24 20.5

山林,田畑が土石流や火砕流で被害を受けた 29 24.8

家畜に被害が出た 8 6.8

店舗等が被害が受けた 4 3.4

漁場が被害を受けた 3 2.6

作物が収穫できなかった 22 18.8

家や田畑に立ち入れないことによって生 38 32.5
じる被害を受けた

被害はなかった 38 32.5

である ｢学校の体育館,公民館｣(56.6%)や ｢親戚

･家族の家｣(51.9%)の身近な場所が主な避難場所

となっている.また,災害が長期間継続 しあったこと

から,｢応急仮設住宅｣(45.3%)や ｢新たに借 りた家

やアパー ト｣(31.1%)という回答も多い (義-5).

次に,｢噴火による被害｣については,表-6に示

すとお りである.回答者の64.9%がなんらかの被害を

受けている.被害の内容は地区の大部分が｢警戒区域｣

もしくは ｢避難勧告地域｣に含まれたため,｢家や田

畑に立ち入れないことによって生じる被害を受けた｣

(32.5%)が最も多い.また,水無川に隣接 している
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災害前の家

災害後に新築 された公営住宅

災害後に被災着用住宅団地に

新築 した家

災害後に自分で土地を入手し

て新築 した家

災害後に借 りた家

その他､無回答

l l l l~~こ=l
l

l_=i≦.4.3%,

l

12.
l

I::2.5%l

.4%
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図-3 現在の住居の種類

■ 射 こな-た

[コ 変わらない

[コ 少 し苦しくなった

団 かなり苦しくな-た

E∃ 非軌 こ苦しくなった

[コ 事回答

図-4 災害前と比べた災害中の生活 (経済)の変化

2.2%

[コ 噴火前に戻った

口 跡 こ房るまでにはなっていない

圏 的 していない

匿 い ､えって苦しくなっている

■ 無回答

図-5 現在の生活の状況 (N-45人)

こともあって,｢山林,田畑が土石流や火砕流で被害

を受けた｣(24.8%),｢家が全半壊 した｣(20.5%)と

いう回答も多い.

｢現在住んでいる家の種類｣については,図-3に

示すとおりである.災害前の家に戻った人は,全体の

61.5%を占める.

｢災害前と比べて災害中に生活 (経済)はどう変わ

りました｣という間に対 して図-4のような結果が得

られている.平成 9年 9月に島原市全域で行った同様

のアンケー ト結果3)では,回答者の約300/Oが ｢生活が

苦 しくなった｣と答えているのに対 し,今回のアンケ

ー トでは回答者の約40%が ｢生活が苦 しくなった｣と

答えている.さらに,｢苦 しくなった｣と回答 した人

に ｢噴火が終息 して5年経過 した現在の生活の状況｣

を聞いたところ,｢回復 して噴火前に戻 った｣のは

15.6%にとどまっており,噴火前に戻っていないとす

る回答は82.2%もある.また,｢かえって苦 しくなっ

た｣とする回答が20.0%を占めてお り,噴火が終息 し

て5年経過 したものの,回復が遅れている (図-5).

また,職業別に見た結果は図-6のようになる.｢農

林 ･水産業｣ と ｢自営商工業｣においては,｢少 し苦

しくなった｣,｢かなり苦 しくなった｣および ｢非常に

苦 しくなった｣を合わせると約50%と他の職業に比べ

て高い.特に ｢自営商工業｣では,｢かなり苦 しくな

った｣と ｢非常に苦 しくなった｣とする回答は40.0%

となっている.さらに,これらの職業の ｢生活が苦 し

くなった｣と答えた全員が現在でも ｢災害前の状態に

戻っていない｣,｢回復 していない｣あるいは ｢かえっ

て苦しくなっている｣と回答 しており,現在でも生活

の苦しい状況が続いていることが明らかになっている.

また,｢公務員｣,｢家庭婦人｣および｢無職｣では,｢変

わらない｣ という回答が,それぞれ87.5%,50.0%,

57.1%で最も多くを占めている.

平成 9年 9月のアンケー ト結果:"と比較すると,今

回の結果は全体的に ｢災害中に生活(経済)が苦 しく

なった｣ という回答が多くなっている.

苦しくなった 変わらない.楽になった

農林 ･水産業
(N=12人)

自営商工業
(N=10人)

公務jL
(zP8̂ )

(N=2,if̂5

%glĝ^)

無職
(N=28人)

その他
(N三11人)

匿 ト に,I-氏

⊂]掛 らない

巨ヨ ･yL- くわ た

[コ か,L｡乱 く,i-氏

ll 井*t=凱 く,Lった

60 40 20 0 20 40 6() 80 100

図-6 災害前 と比べた災害中の生活 (経済)の変

化 (職業別)

4.近隣付き合いの変化について

｢町内会行事に参加をしているか｣を聞いたところ,

図-7のような結果が得られている.｢毎回参加する｣

および ｢良く参加する｣とする積極的な参加は63.4%

で,｢めったに参加 しない｣(17.9%)とする回答を大

幅に上回っている.平成 9年 9月に島原市全域で行っ

た同様のアンケー ト結果Lj)では,町内会行事-の積極

的な参加は52.7%と比較すると町内会行事への参加が

良くなっている.

また,｢火山災害前後での近隣付 き合いの変化｣は

図-8のような結果となっている.半数以上(53.0%)

が ｢以前 とほとんど変わらない｣としているが,｢以

前に比べて悪化した｣とする回答も18.6%と多い.火
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図一7 町内会-の参加状況

非常に親密になった

多少親密になった

ほとんど変わらない

多少悪化した

非常に悪化した

わからない

無回答･無効回答

'滋■2.2半

9.0%

3.0%
l l

l l=p塑鞍勇雄 lll.9%l

lg 6.7%l

l l芳書笠舛洋髪劉 14.2%l l

0 10 20 30 40 50 60

図一8 噴火前と現在の近隣付き合いの変化

砕流や土石流で大きな被害を受け,住宅の移転問題な

どで住民意見がなかなかまとまらなかったことも一つ

の原因だと考えられる.

5.災害への備えについて

平成6年 6月に島原市が作成 した土石流,火砕流お

よび眉山崩壊に対する避難方法などを示した防災マッ

プや防災ガイドブックが配付された.｢これらを見た

ことがあるか｣を聞いたところ,82.1%が ｢見たこと

がある｣と回答 している.さらに,｢防災マップは今

どのようにしているか｣を聞いたところ,図-9のよ

うな結果が得 られた.｢どこにあるかわからない｣と

する回答が40.9%に対 し,｢家の中のわか りやすい所

に貼ってある｣と回答したのはわずか16.4%である.

平成 9年9月に島原市全域で行ったアンケー ト結果3)

でも ｢どこにあるかわからない｣が43.0%,｢家の中

のわかりやすい所に貼ってある｣が17.2%で,今回と

同様の結果となっている.噴火活動が終息した現在,

特に被害の大きかった安中地区においても防災マップ

はあまり必要とされていない.

また,｢住 まいの町内会で避難訓練が行われたこと

があるか｣ とV.,う間に対 しては,図-10のような結果

家の中のわかりやすい所に貼ってある

蒙の中に保存してあり､どこにあるか

わかっている

案の中に保管してあるが.どこにある

か探さないとわからない

家の中に貼っていた時期があったが､

今は保fしてある

幕の中に貼っていた時期があったが､

今はどこにあるかわからない

その他

無回答

0 5 10 15 20 25

図-9 防災マップは今どのようにしているか

3.7%

臼 ある

口 ない

匿国 わからない

困 無回答

図-10 避難訓練の実施状況

含まれていない
14.9%

図-11 眉山に対する避難対象地区かどうか

を得た.｢ある｣と回答 したのはわずか17.2%である.

平成 9年 9月のアンケー ト結果3)では,｢ある｣ と回答

したのは31.1%で,約半数の人がこれに参加 している.

地区別では,杉谷地区で64.1%,森岳地区で56.3%と

避難訓練実施率が高 く,安中地区は7.1%であった.

2年前と比較すると安中地区での避難訓練実施率は高

くなっているが,実施率の高い杉谷地区,森岳地区と

比べるとまだまだ低い.さらに,｢避難訓練に参加 し

たことがあるか｣を聞いたところ,｢参加 したことが

ある｣ と回答 したのは69.6%となっている.

｢住まいの地区の避難所を知っているか｣ という間

に対 して,｢知っている｣と回答 したのは75.4%と高
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く,避難所はほぼ把握されているようである.

次に,｢住んでいる地区は眉山に異常が認め られた

ときの避難対象地区に含まれているか｣ という間に対

して,｢含まれている｣は41.1%で,｢含まれていない｣
および ｢わからない｣を合わせると49.2%となってい

る (図-ll).島原市は,眉山の異常に対 して三会地

区以外のすべての地区を避難対象地区にしているにも

かかわらず,このような回答になっている.また,｢含

まれている｣ と回答 した人のうち,避難所を ｢知って

いる｣ と答えたのは67.3%である.平成 9年 9月のア

ンケー ト結果3)では,97.8%が ｢知っている｣ と回答

していることから,安中地区の眉山に対 しての避難所

の周知率はあまり高 くないといえる.

さらに,｢眉山に異常が認められたときの避難対象

地区に含まれているか｣ という間を年齢別に見ると,

｢わか らない｣ と回答 したのは,｢20歳代｣(80.0%),

｢30歳代｣(63.1%)の順で高 く,居住年数別に見る

と,｢10年未満｣が75.0%と最 も高い.年齢の若い人

や居住年数の少ない住民に防災に関する情報が十分に

行 き届いていないことが伺える.

居住年数の少ない住民 も増えていることから,防災

マ ップを再度作成することも必要であろう.

｢今後土石流や眉山の崩壊に備えて避難することが

あると思うか｣を聞いたところ,｢確実にあるだろう｣

と ｢十分考えられる｣ とする回答が56.0%と高い (図

-12).平成 9年 9月のアンケー ト結果3'では,｢ある｣

という答えが41.4%だったのに対 し,｢ない｣が54.9%

で上回っている.噴火による火砕流や土石流で市内で

最 も大 きな被害を受けた安中地区では,災害終息から

5年が経過 した現在でも,多 くの住民が今後 も自然災

害は続 くと考えている.

また,｢地震保険に加入 しているか｣の間では,｢加

入している｣ という回答は46.3%となってお り,依然

としてきわめて高い加入率 といえる.

6.復興計画について

｢島原市復興計画 (平成 7年 3月)1)やがまだす計画

(平成 9年 3月)2)などの復興事業に地元の意向が反映

されていると思うか｣ という間では,図-13のような

結果を得る.｢よく反映されている｣および ｢だいた

い反映されている｣ という回答は合わせて45.5%であ

るのに対 し,｢やや反映されている｣および ｢反映 さ

れていない｣ という回答は合わせて47.0%と,住民の

評価は大 きく2つにわかれている.噴火継続中と比べ

て大 きく状況が異なっている.

島原地域では地域の活性化の大 きな柱 として,従来
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図-12 今後土石流や眉山の崩壊に備えて避難の有無

(N-134人)

無回答

図-13 復興事業に対する地元の意向の反映状況

(N-134人)

期待できない 讐管

図-14 火山観光化に対する期待度

(N-134人)

の観光資源である歴史的建造物や温泉に加え,新たに

火山を利用 した火山観光化の推進を目指 してお り,が

まだす計画2'で各種の計画 (道の駅,土石流災害遺構

保存公園,島原火山科学博物館,国立公園の整備)が

進められようとしている.｢火山観光化に対する期待

度｣については,図-14のような結果を得る.｢期待

できる｣という回答は55.9%であるが,そのうち76.0%

が ｢少 し期待できる｣ とい うものである.また,｢期

待できない｣ という回答 も41.1%あ り,火山観光化へ

の市民の期待は必ず しも高いとはいえない.平成 9年



242

平成新山のイメージが全国に知られている

ので､全国から人が島原を折れることが耕

持できる

がまだす計iiiで火山t光化に向かって事業

が具件化 しつつある

火山七光化は長dF爪､A肝市.周辺の■r及

び地域が一体となって放り組んでおり､民

rqの東本事加も期待できる

行政だけけなく､地J*住民の火山れ光化の

推i丘に耕纏的である

地域の活性化には火山れ光化 しか殊されて

いない

その他､兼l回答
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N=75人 (複赦回答)

1≡寮 pI$lfIi::準.~∴≡≡書;I

I,4.L
l

3%

7.3～

8.OX

0 10 20 30 40 50

図-15 火山観光化に期待できる理由

N=55人 (7k救匡卜等)

火山t光化を受け入れろ宿泊施政､il特.

下水並.まち並みt*8がitれている

火山t光化のために作った伽 書.土石流

辻8tなどのJt持f理*のA姓が大きくなる
おそれがある

火山t光化は:■九とかtt会状況に上って支
l己されるため､リスクが大きい

火LLJt光化に対して桝 住民と†〒政のPlに
Jttのずれがあり､まだ定fしていない

その他.細 事

■㌔ I l

J望禦芝乾a/.≠蔓簸垢Hj;

l

l ill
l l I

l
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図-16 火山観光化に期待できない理由

無回答
5.2%

図-17 安中三角地帯の嵩上げ事業に対する評価

9月のアンケー ト結果3)では,｢期待できる｣ という回

答は58.6%で,2年前と比べて市民の ｢火山観光化に

対する期待度｣は高まっていないことがわかる.

｢火山観光化に期待できる理由｣および ｢期待でき

ない理由｣を図-15,図-16に示す.｢火山観光化に

期待できる理由｣としては,｢平成新山のイメージが

全国的に知られているので,全国から人が訪れること

が期待できる｣が最も高く57.3%,次いで ｢がまだす

計画で火山観光化に向かって事業が具体化 しつつあ

る｣(34.7%)の順となってお り,火山観光化の推進

に地域住民の積極的な対応は見えない.

一方,｢期待できない理由｣としては,｢火山観光化

に対 して地域住民と行政の間に意識のずれがあり,ま

だ定着 していない｣が最も高く61.8%,次いで ｢火山

観光化のために作った博物館,土石流遺構などの維持

管理費の負担が大きくなるおそれがある｣(41.8%)

の順となっており,行政の積極的な取 り組みに比べ地

域が関与していないように見える.

平成9年 9月のアンケー ト結果3)と比較して,｢火山

観光化に期待できる理由｣では,｢火山観光化は長崎

県,島原市,周辺の町及び地域が一体となって取 り組

んでおり,民間の資本参加も期待できる｣という回答

が2年前は34.7%であったのに対 し,今回のアンケー

ト結果では25.3%と低 くなっている.

また,｢期待できない理由｣では,｢火山観光化は景

気とか社会状況によって支配されるため,リスクが大

きい｣という回答が2年前は26.8%であったのに対 し,

今回のアンケー ト結果では38.2%と高くなっている.

地域住民が2年前と比べ火山観光化の推進に慎重にな

っていることがわかる.

また,職業別に見ると,火山観光化に｢期待できる｣

とする回答は,｢農林 ･水産業｣(66.7%),｢公務員｣
(66.7%)および ｢無職｣(75.9%)で高 く,観光客

の誘致を最 も必要とする ｢自営商工業｣では,｢期待

できない｣が60.0%ときわめて高い.

7.安中地区の復興について

｢安中三角地帯の嵩上げ事業をどう評価するか｣と

いう間に対 して,図-17のような結果を得る.｢安中

三角地帯の嵩上げ事業｣は多 くの住民 (73.9%)から

評価されている.また,｢安中地区の復興の進み具合｣

について聞いたところ,図-18という結果を得た.｢順

調である｣,｢ほほ順調である｣とする回答は合わせて

62.7%と高い.安中三角地帯の嵩上げ事業は供給土砂

量不足で 1年遅れているが,全体的に安中地区の復興

に対する住民の評価はよいといえる.

次に,安中地区の復興を図る上で,重要と思う事柄

を3項目挙げてもらったところ,図-19のような結果

を得た.｢線の回復｣が39.6%と最も高 く,続いて｢安

中三角地帯と北部を結ぶ生活道路の整備｣(38.1%),

｢導流堤 や砂 防 ダムな どの防災施設 の利 活用｣

(35.1%)の順となっている.｢ホテル ･宿泊施設の

建設｣や ｢農地の観光農園-の利用｣といった火山観

光化を始めとする地域の活性化のための整備よりも,

自分たちの生活に直接関わる回答が多い.

安中地区とこの周辺には,建設省,林野庁,長崎県,

島原市,深江町,島原鉄道などの複数の関連の復興事
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図-18 安中地区の復興の進み具合

(N-134人)

拒134人 (Jl妻と思 う3項目)

PT内会の再JI成

安中三角地帯と北部を】結ぶ生活i正路の土d

Eg道57号より上流JCにおける深江Prtは 膚

山側を結ぶ生活式路のBdf

暮■の回従

水産用達施政の壬dl
Jt地の牡光JtFq-の利用

商業施政の所故

ホテル ･宿泊施設のヰ投
書流堤や砂防ダムなどの防災克投の利活用

安中三角地書内のA原蘇遠の駅の薪牧

安中事t十面の具件化

その他､無回答.無効回答

0 5 10 15 20 25 30 35 40

図-19 安中地区の復興を図る上で,重要と思うこ

とがら (3項目)

図-20 復興事業間の調整は図られていると思うか

(N-134人)

業が進められている.これらの事業間の調整について

｢復興事業間の調整は図られていると思 うか｣ という

間では,｢図られている｣ とする回答が82.9%と高い

(図-20).また,｢復興事業間の調整は,どこが主体

となって行うべ きか｣ という間では,図-21のような

結果を得た.｢建設省,林野庁などの国の機関｣ とい

う回答が40.3%と最 も高い.これは,噴火中 (平成 5

年4月)に国の機関である建設省雲仙復興工事事務所

が発足 し,島原の復興 ･復旧事業に大きく貢献 し,住
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図-21 復興事業間の調整はどこが主体 となって行

うべ きか

図-23 われん川の整備の計画の周知状況

民からの信頼 も高いためだと考えられる.それとは逆

に,将来事業の主体 とならなければいけない長崎県や

島原市は,あまり期待 されていないことがわかる.

砂防指定地は,地域住民や地元自治体から地域の復

興 ･振興に役立つ利活用の場 として望まれていた.こ

れらの要望等は,平成 9年 5月 ｢雲仙普賢岳砂防指定

地利活用構想｣ として建設省によりまとめられている.

具体的な利活用の取 り組み方策として,導流堤の堤外

側に被災 しても残った泉を源として,導流堤の堤外地

を流れている ｢われん川｣の整備等が検討されている.

これについて ｢建設省によって砂防指定地利活用構想
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がまとめられ,整備計画が検討中であることを知って

いるますか｣ という間では,｢知っている｣が29.8%

に対 し,｢知 らない｣が61.2%という結果を得る (図

-22).砂防指定地利活用構想の周知が十分ではない.

しかし,｢知っている｣と回答 した人に ｢砂防指定地

利活用の一環として,われん川の整備が計画されてい

ることを知っているますか｣を聞いたところ ｢知って

いる｣が87.5%である (図-23).砂防指定地利活用

構想の事業内容としてわれん川の整備はよく知られて

いる.

8.防災まちづくりについて

｢水無川の土石流は今後も発生すると思うか｣につ

いては,図-24のような結果を得る.｢確実に発生す

るだろう｣,｢十分考えられる｣とする回答は合わせて

73.1%と高い割合となっている.さらに,｢土石流が

発生したときの規模はどの程度になると思うか｣では,

｢現在の導流堤,遊砂地,砂防ダムおよび水無川など

の防災施設に納まる程度の土石流の規模 となるだろ

う｣が66.3%と際立って高い (図-25).また,｢土石

流の発生のおそれが少ない理由｣では,｢遊砂地,導

流堤,河川改修,砂防ダムの完成 ･着工 (水無川 1号,

2号砂防ダム)などの防災工事が進んで,安全が確保

されたから｣が76.5%と最も高 く,次いで ｢火砕流が

発生せず,火山灰が地表面に少なくなり,流出の割合

が減ったから｣(70.6%)の順となっている (図-26).

火山噴火終息から5年が経過 し,砂防ダム群の建設も

進んできたため,住民の生活の安全が確保されてきた

と判断しているようである.

水無川の砂防ダムは, 1号砂防ダムが平成10年2月

に完成 し,2号砂防ダムは平成12年3月に完成予定と,

次々と基幹ダムの建設が進められている.｢今後,砂

防ダムの建設をどのようにすべきか｣という間では,

二度と発生しないだろう 無回答

確実に発生するだろう
17.9%

図-24 水無川の土石流の発生予想

(N-134人)

gL在のgF流境､並砂地､砂防ダムおよび

水*川などの防災七枚を超える土石光の
札tEとなるだろう

gL在の事洗集､逝砂地､砂防ダムおよび

水東川などの防災上掛 こ納まる色度の土

石流の札珠となるだろう ･

上桝 の湛砂地などに捕捉される色度の

土石沈となるだろう

その他,*回等

3*- ソ-~13.

I
慨

lW班 ;械 T,1l6.3S

,i..J4.I1一ド __
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図-25 土石流が発生したときの規模

N=34人(★枚回答)
准砂地,#託姓､河川改甘､砂防ダムの尭
成 ･暮工(水*川1号､2号砂防ダム)壮どの

防災工事:が進んで､安全がA催されたから

上紙aBに■子をまくことなどによって牡が

回alして土砂の津山が7qlさえられたから

火砕光が先生せず､火山灰が地東面に少IL

くなり､兼山の制令が*ったから

砂防ダム坤が完成するまで(10-15年)に､
★早水書やJiヰ暮雨並みの雨はBらないだ

ろうから

その他､～回碁

I ■■←- - J
,rxTg班 7-雅 提言..冗-1.k=...号._.;76.5

I l
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図-26 土石流の発生のおそれが少ない理由

N=134人

基本構想 どうりに連投する

休耕 土砂tが土lえているので､規

模をさらに大きくする

サ火が終息 したので､洲tや地J(

gl壬 を行って基本耕憩を見せナ

土石流が出なくなったので､親株

を小 さくする

その他､無回答.無効回答
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図-27 今後の砂防ダムの建設の進め方

図-27のような結果を得る.｢基本構想どお りに建設

する｣が49.3%と最 も高 く,｢規模を小 さくする｣は

2.2%でごく少数となっている.規模を縮小 して,工

事費を押さえることも選択肢の 1つであるが,多くの

住民が今後の災害に備えて生活の安全性を優先 してい

ることがわかる.平成9年 9月のアンケー ト結果3)と

比べると,全ての項目に関して今回の結果とほぼ同じ

割合となっていた.砂防ダムに関する住民の考えは2

年前とそれほど変わっていない.

9.火山学,土木工学および砂防学の専門用帯について

今回の噴火災害では,種々な火山学,土木工学およ

び砂防学の専門用語がニュースや説明会でなされた.
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これらの専門用語がどの程度住民に理解 されているの

かを調べるため,以下の 3間に答えてもらった.

｢河川の左岸,右岸はどちら側 と思 うか｣では,正

解の ｢上流から下流を見て右側を右岸,左側を左岸と

呼ぶ (水無川では深江町側 を右岸)｣ とい う回答 は

42.5%である (図-28).｢導流堤(堤防)の堤内地が

次のどちら側を指すと思うか｣ という問では,正解の

｢導流堤の外側 (家屋がある側)を指す｣がわずか

12.7%ときわめて低い (図-29).また,｢火山情報の

うち,警報に相当する用語はどれか｣ という間では,

正解の ｢緊急火山情報｣が61.2%である (図-30).

この ｢緊急火山情報｣は,雲仙 ･普賢岳災害の後,平

成 7年 5月に新 しい名称のもとに発表されることにな

った.現在では,全国でも60%が理解 していることで

定着 しつつある火山情報名といえる.噴火中に名称を

変更 した火山情報を除 くと,これらの専門用語はあま

り理解されていない.特に災害情報に関する専門用語

の誤認は,ときとして人命や財産にも関わることなの

で,一般にも理解できるように分か りやすい用語にす

る必要があるものと考えられる.

10.復興事業の主要実施機関について
/

島原地域では様々な復興事業が行われている.これ

らの復興事業について ｢どの機関が主体となって実施

しているのか｣を聞いたところ表-7のような結果を

得た.結果を見ると,建設省が主体 となって実施 して

いる復興事業はよく知られているが,長崎県および,

島原市が主体 となっている復興事業は,その周知度が

低いといえる.住民の多 くが,すべての復興事業を建

設省が実施 していると受け取っている.復興事業は地

域の安全確保のため実施されてお り,利便性や将来の

利活用 も考慮 された計画づ くりがなされている.この

現状では,長崎県や島原市の事業であっても,建設省

に要望することになりかねない.復興 ･再建だよりの

ような安全確保の情報を年に1度 くらい発行する必要

がある.

ll.ま と め

本論文のまとめを以下に述べる.

1)噴火災害により生活が苦 しくなり,現在でも回復

していないとする農林 ･水産業者や自営商工業者が多

い.これは,今後に人口流出や町の衰退化につながる

ことなので,これらの業種に対する対策が重要である.

2)平成 6年 6月に島原市が策定 した防災マップや防

災ガイドブックは,被害の大きかった安中地区におい

てもあまり必要 とされなくなってきている.また,宿
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図-28 河川の左岸,右岸の区別

(N-134人)

図-30 警報に相当する火山情報

(N-134人)

秦-7 防災事業の実施機関の正解率

質 問 項 目 実施機関 正解率

水無川の河川改修 長崎県 16.4%

砂防ダム (水撫川,中尾川)の建設 建設省 67.1%

安中三角地帯の嵩上げ事業 島原市 17.9%

旧大野木場小学校被災校舎保存 深江町 48.5%

島原火山科学博物館 (仮)の建設 長崎県 36.6%

眉山の治山ダムの建設 林野庁 48.5%

道の駅｢みずなし本陣ふかえ｣の建設 深江町 47.0%

島原深江道路の建設 建設省 72.4%
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住年数の少ない住民や年齢の若い人にまで防災に関す

る情報が十分に行き届いていない.今後防災マップ等

を再度検討 し配布することが必要である.

3)町内会での避難訓練の実施率は,平成9年 9月に

島原市全域で行ったアンケー ト結果の安中地区の実施

率よりも多少高くなっているが,他の地区と比べてま

だまだ低い.

4)島原市復興計画やがまだす計画などの復興事業に

ついて地元の意向は反映されているかどうかについて

は,住民の反応は大きく2つに分かれた.

5)火山観光化への期待は高 くない.平成9年9月に

島原市全域で行ったアンケー ト結果と比較しても市民

の火山観光化に対する期待は高まっていない.期待で

きる理由および期待できない理由ではいずれの回答か

らも地域住民の消極性が伺える.事業の詳細を住民-

こまめに広報するなど,地域と行政が一体となって取

り組みを推進 していく必要がある.

6)安中地区の復興に対する住民の受け取 りは良い.

安中地区の復興を図る上で重要と思う項目を挙げても

らったところ,火山観光化を始めとする地域の活性化

に関することがらはあまり重要視されておらず,自分

たちの生活の利便性に直接関わる回答が多い.

7)復興事業の調整については,建設省や林野庁など

の国の機関が主体となって行うべきという意見が多 く,

本来の事業の調整役である長崎県や島原市は,調整役

として期待されていない.

8)砂防指定地利用構想の策定について知っている住

民は約30%にとどまっている.利活用が最近住民へ浸

透していない.再度広報等で知らせる必要がある.

9)今後の砂防ダムの建設については,基本構想どお

りに建設するという意見が多い.

10)ニュースや説明会でなされている火山学,土木工

学および砂防学の専門用語の意味はあまり理解されて

いない.

ll)島原地域で行われている復興事業の主要実施機関

については,国の機関が主体となっている事業はよく

知られているが,県や市が主体となっている事業はあ

まり知られていない.復興事業による安全の確保状況,

利活用などの情報を島原市や長崎県が行う必要がある.

本研究のアンケー トの実施にあたっては,島原市安

中地区の皆様にお世話になったことを付記する.
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